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Ａ. 研究目的 

本研究の目的は地域在住高齢者を対象に、１．

後期高齢者の質問票の口腔機能関連質問項目を

用いて咀嚼機能と嚥下機能を評価した場合の該

当者率を明らかにすること、２．該当者の栄養

素等摂取量を明らかとすること、とした。 

Ｂ． 研究方法 
本研究は、東京都健康長寿医療センターが実施

した包括的健診であるお達者健診の65歳以上の

参加者511名のデータを用いた。 

 

1. 調査項目 

1-1. 後期高齢者の質問票 

 後期高齢者の質問票の口腔機能関連項目であ

るNo.4（咀嚼機能低下）「半年前に比べて固いも

のが食べにくくなりましたか」とNo.5（嚥下機能

低下）「お茶や汁物等でむせることがあります

か」の結果を抽出した。No.4は咀嚼機能を、No.5

は嚥下機能を評価する質問項目である。本研究で

は、それら2つの質問項目のうち、ひとつでも

「はい」と回答した者を口腔機能が低下している

群（該当群）と定義した。 

 

1-2. 栄養素等摂取量 

 栄養素等摂取量の調査は、食物摂取頻度調査票

（Food Frequency Questionnaire Based on Food 

Groups：FFQg Ver.3.0)を用い、質問方法を標準

化した管理栄養士による聞き取り法にて行った。

この質問票は29種類の食品群と10種類の調理方法

から構成されており、最近1～２か月のうちの1週

間の食事内容を思い出して、栄養素等摂取量と食
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No.5を用いて評価した。No.4は咀嚼機能を、No.5は嚥下機能を評価する質問である。こ

れらの質問項目のうち、どちらか一方でも該当した者を口腔機能が低下している群（該

当群）、該当しない群を非該当群と定義した。また、栄養素等摂取量の評価には、食物

摂取頻度調査票を用いた聞き取り調査を行った。 

結果：該当群の該当者率は、全体で32.9%、前期高齢者で28.2%、後期高齢者で40.1%だ

った。該当群と非該当群の該当者率は、男女間で有意差を認めなかった。後期高齢者で

は、該当群の総エネルギー、たんぱく質エネルギー比、たんぱく質、パントテン酸、葉

酸、ビタミンB6、ナイアシン、ビタミンK、銅、亜鉛、リン、マグネシウム、カリウム、

食物繊維総量の摂取量が、非該当群と比較して有意に少なかった。 

結論：後期高齢者の質問票の口腔機能関連質問項目で高齢者の口腔機能を評価したと

ころ、前期高齢者に比べ後期高齢者で口腔機能に不具合を訴える者の割合が高かった。

また、口腔機能に不具合を訴える後期高齢者では、複数の栄養摂取量が少ない傾向が示

された。口腔機能の低下を示した者に対しては、低下している口腔機能に限定した対応

をするのではなく、食事摂取状態も合わせて評価し、適切な栄養指導を行うことが重要

であると考えられた。 



品群別摂取量を推定するものである。栄養価計

算は、エクセル栄養君 Ver.5.0)を用いて算出し

た。栄養素は、たんぱく質、脂質、炭水化物、

ビタミンC、パントテン酸、葉酸、ビタミン

B12、ビタミンB6、ナイアシン、ビタミンB2、ビ

タミンB1、ビタミンK、ビタミンD、ビタミンA、

銅、亜鉛、鉄、リン、マグネシウム、カルシウ

ム、カリウム、ナトリウム、コレステロール、

食物繊維総量、食塩相当量の摂取量を把握し

た。FFQgから得られた栄養素摂取量について

は、残差法を用い、エネルギー摂取量を調整し

た。 

 

1-3. その他の測定項目 

心身機能として、利き手の握力と10m歩行速

度、四肢骨格筋肉量（skeletal muscle mass 

index：SMI）、Body mass index（BMI）、老研式

活動能力指標 (Tokyo Metropolitan Institute 

of Gerontology Index of Competence：TMIG 

index）、自己評価式抑うつ性尺度（Self-rating 

Depression Scale：SDS）、精神状態短時間検査-

日本版（Japanese version of the mini mental 

state examination：MMSE-J）を評価した。 

 

2. 統計解析 

 本研究の全ての統計解析は、統計解析ソフト 

IBM SPSS Statistics 24を用いて行った。連続

変数については、Shapiro-Wilk検定を用いて正

規性の確認を行い、正規分布に従う場合は対応

のないt検定、従わない場合はMann–WhitneyのU

検定を、カテゴリ変数については、カイ二乗検

定を用いて、有意水準0.05として、群間比較を

行った。口腔機能低下の該当者と非該当者の栄

養素等摂取量、その他の測定項目の群間比較

は、特性の違いをふまえ、前期高齢者と後期高

齢者に分けて行った。 

C．研究結果 

解析対象者511名（100%）のうち口腔機能低下

該当群は168名（32.9%）だった。また、該当群

の割合と咀嚼機能低下のみの有訴者率は、前期

高齢者に比べて、後期高齢者の方が有意に高か

った（p=0.002、0.005）。 男女別の該当群の

割合はそれぞれ32.3%と33.3%だった（表１）。

咀嚼機能低下と嚥下機能低下の有訴者率およ

び、該当群の割合は、男女間で有意差を認めな

かった。 

栄養素等摂取量については、前期高齢者で

は、非該当群と該当群の間に有意差を認めなかっ

た。後期高齢者では、該当群の総エネルギー、た

んぱく質エネルギー比、たんぱく質、パントテン

酸、葉酸、ビタミンB6、ナイアシン、ビタミン

K、銅、亜鉛、リン、マグネシウム、カリウム、

食物繊維総量の摂取量が、非該当群と比較して有

意に少なかった（p=0.025、0.020、0.009、

0.033、0.014、0.016、0.024、0.010、0.009、

0.016、0.016、0.011、0.026、0.029）（図

１）。 

D．考察 
 高齢期における口腔機能の低下は摂取可能食品

の減少さらに低栄養を招き、全身的な健康状態の

悪化へつながると考えられている。後期高齢者の

質問票によって抽出された口腔機能の低下該当者

の栄養摂取状態が明らかとなれば、高齢者に対し

てより包括的な保健指導を行うことができる。そ

こで、本研究では、後期高齢者の質問票の口腔機

能関連質問で口腔機能低下の該当者の特性を明ら

かにすることとした。 

後期高齢者の質問票の咀嚼機能低下と嚥下機能

低下の有訴者率は、地域在住高齢者を対象とした

過去の研究において、それぞれ16.0-25.9%と

19.0-25.3%と報告されている。本研究での咀嚼機

能低下と嚥下機能低下の有訴者率は、それぞれ

16.8%と20.5%であり、他の地域での報告と大きな

差は認められなかった。また、咀嚼機能低下と嚥

下機能低下の有訴者率を前後期高齢者別に検討し

た結果、咀嚼機能低下の有訴者率は後期高齢者で

有意に高値であった。 

今回、前後期高齢者別に口腔機能を検討したと

ころ、前期高齢者でも28.2%もの対象者に咀嚼機

能と嚥下機能に関する潜在的な訴えがあることが

明らかとなった。その有訴者率は、後期高齢者で

は40.1%にまで増加していた。口腔機能の低下が

全身的な健康状態に影響することは、既に明らか

にされている。後期高齢者での口腔機能の低下の

有訴者率を減らすため、前期高齢者の段階で口腔

機能のスクリーニングを行い、適切な対応をする

ことが必要であると考えられる。 

前後期高齢者に共通して該当群では、SDSが高値

を示した。過去の複数の研究において、口腔機能

と精神心理的要因との関連が既に報告されてい

る。これらの報告から、本研究で示した口腔機能

の低下の訴えにも、精神心理的要因が影響を与え

ていた可能性があると考えられる。また、精神心

理的要因は、口腔機能の客観評価と主観評価の結

果の乖離の原因となるとも報告されている。今



後、口腔機能の客観評価および縦断研究を行

い、精神心理的要因が咀嚼機能低下と嚥下機能

低下の有訴者率につながっているかどうかの検

討が求められる。 

前後期高齢者ごとに非該当群と該当群の栄養

素等摂取量を比較したところ、前期高齢者で

は、栄養素等摂取量に有意差を認めなかった一

方で、後期高齢者の該当群では、総エネルギー

量をはじめとして、複数の栄養素の摂取量が低

下していることが明らかとなった。これには、

複数の原因が考えられる。第一に、口腔機能

は、高齢になるほど低下を示す者の割合が高く

なる。また、口腔機能の低下は、摂取食品の制

限や栄養状態の悪化と関連すると報告されてい

る。特に、咬合力は、ビタミン類や食物繊維の

摂取量と関連が明らかとなっている。該当者率

の高い後期高齢者で複数の栄養素の低下が認め

られた今回の結果は、過去の研究を支持してい

た。第二に、加齢に伴う予備力の低下が考えら

れる。咀嚼は、歯や顎筋だけでなく、顎関節、

顔面周囲筋、神経系といった多くの器官や組織

が関連し、複雑な系により成り立っている。実

際の口腔機能がわずかに低下していても、前期

高齢者では他の機能の代用により食品の咀嚼が

行えている可能性がある。しかし、加齢により

予備力が低下した後期高齢者では、実際の口腔

機能の低下が食品の選択に大きな影響を与えて

いるのかもしれない。本研究結果から、後期高

齢者の該当群では、複数の栄養素等摂取量が低

下していることが示された。口腔機能の低下の

訴えのある高齢者に対応する際は、主訴の口腔

機能だけではなく栄養状態も含めた包括的な評

価と対応が必要と考える。 

 現在、高齢期における口に関するささやかな

衰えから心身の機能低下まで繋がる負の連鎖を

表す概念としてオーラルフレイルが提唱されて

いる。オーラルフレイルは比較的新しい概念で

あり、その評価についてはさまざまな報告があ

るものの未だ統一された指標は存在しない。後

期高齢者の質問票の口腔機能類型質問に相当す

る基本チェックリストの質問項目にひとつでも

該当した後期高齢者には、栄養素等摂取量の低

下が認められたことから、後期高齢者の質問票

を使用した評価方法は、オーラルフレイル該当

者を抽出するための一手法となると考えられ

る。 

本研究の限界としては第一に、本研究はお達

者健診に来場した高齢者のみを対象としている

点である。自力で来場できる程度に日常生活動作

が維持されている高齢者のみの結果であることか

ら、本研究結果には対象者バイアスがある。しか

し、口腔機能の軽度な低下を早期に発見するとい

う目的で、健常高齢者に対して後期高齢者の質問

票を用いる場合は、本研究結果は十分に適応可能

であると考えられる。 

 第二に、食事調査を聞き取り法にて行っている

点である。評価対象となる過去の食事内容は対象

者の記憶に頼っているため、摂取量を過小または

過大評価をしている可能性がある。しかし、ほと

んどの対象者のMMSEは正常範囲内であったことに

加え、質問方法を標準化した管理栄養士による聞

き取りを実施したため、その影響は最小限である

と考えられる。 

 

Ｅ．結論 
後期高齢者の質問票の口腔機能関連質問項目で

あるNo.4とNo.5の咀嚼機能低下と嚥下機能低下を

用いて地域在住高齢者の口腔機能を評価した結

果、どちらか一方でも該当している者は前期高齢

者で28.2%、後期高齢者で40.1%、対象者全体で

32.9%だった。加えて、後期高齢者でどちらか一

方でも該当している者は、複数の栄養素等摂取量

が低下していることが明らかとなった。 

後期高齢者の質問票は、高齢者のフレイルに対

する関心を高めるだけでなく、その回答内容から

必要な保健事業や医療機関受診につなげることが

期待されている。本研究では後期高齢者の質問票

を用いた口腔機能の低下と栄養摂取状況の悪化の

関連を明らかとし、後期高齢者の質問票の有用性

を示した。



表1 男女別の各項目の有訴率と該当者率 

  男性 女性   

  n=217 n=294   

カテゴリ変数 n [%] n [%] p値 

咀嚼機能低下 35 [16.1] 51 [17.3] 0.716 

嚥下機能低下 46 [21.2] 59 [20.1] 0.755 

咀嚼機能低下と嚥下機能低下両方該当 11 [5.1] 12 [4.1] 0.595 

該当群 70 [32.3] 98 [33.3] 0.798 

該当群：咀嚼機能低下と嚥下機能低下のうちどちらか一方にでも該当 

カイ二乗検定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 前後期高齢者別、口腔機能低下該当者、非該当者別栄養素等摂取量
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